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地域生協の課題
　事業経営の視点から

田　井　修　司

は　じ　め　に

　近年，わが国の杜会経済の動向は時代を画するような大きな変化を遂げつつ

ある。それは「新しい国際経済秩序の形成」「局度情報化杜会」「高齢化杜会」

といった新しい杜会論の登場にも反映しているが，国民の生活様式の枠組みを

規定する環境条件の変化のなかにもみることができる。人口の高齢化や掃人の

労働力化，労働時問の短縮等の諸問題が生活の質的な内容を規定する要因とも

なっ てきており ，１つの時代の転換期のなかで，生活のあり方や生活スタイ
ノレ

をめぐる議論がさかんに展開されている 。

　すでに，大蔵省や経済企画庁をはじめ政府官庁から様々な「２１世紀構想」が

提起されてきた。その１つとして通産省の『２１世紀産業杜会の基本構想』をと

りあげれぱ，「新しい生活文化の創造」にそった産業構造の転換が産業政策上

の課題として位置づげられている。そこでは，生活文化の創造を個人のライフ

スタイ ノレや価値観の多様化，個性化に対応した「精神的，文化的豊かさをより

重視した」「人問性の充実」として描き，住宅や杜会資本などの生活基盤の整
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
備と文化型産業への期待がきわめて楽観的に語られているのである 。

　しかも，こうした「２１世紀構想」の展開だげでたく ，国民の家庭生活や地域

生活のレベノレで，われわれが現在直面している政治，経済的な転換を強引な移

で方向づける潮流を「戦後政治の総決算」路線にみることができる。第２臨調

による行政改革や臨教審による教育改革にみられるように，「これからの杜会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
変化の主導勢力は公共部門よりは民問部門となることが期待され」，行政の新

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５３）
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しい役割として「民問活力」の積極的な活用がはかられているのである。いわ

ゆる「民問活力」の活用は，今目，杜会資本や杜会的サービスの全分野におよ

ぶものとなっている。公共的事業分野への民間資本の参入や諸揚則の緩和，国

家財政の「合理化」による福祉や教育分野の受益者負担の強化，さらには公杜

公団の民営化の動向をみれぱ，「民間活力」の活用は新たな杜会経済体制をめ

ざす政策体系の中軸的な位置を占めるとさえ思われる
。

　しかし同時に，転換期を迎えた目本杜会のなかで，資本による「民問活力」

ではない・利潤原理に変わる新しい「協同と連帯」を理念とした，時代の対抗

を形成する新しい運動の発展をみることができる。地域住民の立場から「暮ら

しの協同」や「地域経済の協同」を基盤に，地域の自立にむげた模索である 。

８０年代以降，急速な発展を遂げてきた生協運動にその１つの典型をみることが

できよう 。生協運動は，組合員の生活改善要求を基礎に，消費の組織化を事業

活動の運動的た展開によっ て担ってきたといえるが，すでに，生協運動は広範

た階層にわたって地域住民を消費者として組織し，その組合員数は１千万人を

超え，杜会的存在として認知をうける段階に到達しているのである
。

　本稿は，地域生協の内的発展にそくしながら，これまでの到達点をふまえ ，

生協運動の新しい発展のためのいくつかの政策課題を，事業経営の視点から整

理することを課題としている。その場合，それぞれの地域生協が独自の地域性

や運動の歴史を築いていることを考慮に入れ，分析の対象をいくつかの個別単

協に限定して具体的な検討をすすめてみたい 。

Ｉ． 地域生協と商品政策

　８０年代以降の地域生協の発展は，そのテソポにおいて，また，流通ビ ッグと

の比較においても杜会的た注目を集めるものとなっている。第１表によれぽ ，

組合員数，班数，供給高，出資金等の基本的指標は，すべて２ヶタ台の伸長を

示しており ，ここ数年問５劣前後に低迷する大手スーバーの売上高伸長と比較

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５４）
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すれぱ，地域生協の供給高伸長は確かに目をみはるものがある 。

　地域生協の発展の指標は供給高や総剰余の水準だげに限定するわげにはいか

な１、・ 組合員数や生協の民主的運営の基礎組織とな っている班組織の拡大，さ

らには出資金の増大は急速な事業の拡大を支える組合員の力を示す基本指標と

いえる。こうした組織力量の拡大にみあった事業規模の拡大や粗利益率，供給

剰余の改善にみられる業務力量の改善がこの期問の地域生協発展の大きた特徴

となっている。発展指標の一覧からうかがえるように事業活動と組織活動の一

体とたった展開が地域生協の発展として確認できる 。

　組織率の拡大のなかで全県を事業活動の範囲とする地域生協はすでに３０単協

にのぼっているが，その中で地域世帯数の過半数の組織化を目標とする単協も

出てきている。その１つである京都生協の調査から組合員の階層性をとらえて

みると，３０歳台の主婦が組合員数の過半数を構成し，生協加入歴も４年未満の

人たちが圧倒的な割合を占めていることがわかる。家族構成では事務職等のホ

ワイトカラー世帯を中心に夫婦と未婚の子供からなる「核家族」が組合員世帯
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の大半を構成している現状もみられる 。

　加入歴の若い３０歳台の主婦組合員層を中核としながらも階層的な拡がりをも

つ生協組合員が生協への加入，あるいは利用結集の主な理由としてあげている

のは商品の安全性への信頼である。創立後まだ歴史の浅い単協から地域におげ

る低価格の優位性をもつ灘神戸生協に至るまでこの点では共通している。また ，

全国調査によれは，組合員の商品の安全性への不安は全階層にわたって食品添

加物と農薬がともに高率であげられており ，地域生協の急速な組織拡大は組合

員の自らの家族の健康への願いが商品の選定と購入を通じて生協運動への信頼

感を高めてきた結果といえる 。

　その意味からいづれの地域生協においても組合員討議の大きな関心を呼ぶの

は供給する商品であり ，組合員の参加によっ てつくりあげる安心と安全が商品

に対する信頼の土台となっている。こうした安心と安全を土台とした商品政策

は， 全国 コープ商品，単協コープ商品の多品目開発にともたって多様た内容を

もっ て展開されているが，その具体的な事例を次にみておきたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５５）



４６ 立命館経済学（第３５巻 ・第４号）

　　　第１表地域生協の発展指標

’・・ｌ１慨１対前年比１棚１対前年上１１触１対前年比

総事業高（億円）７．９２６ 　８，８８９（１１２．１）１０，１７７（１１４．５）１１，８８３（１１６ ．８）

供　給　高（〃）　
７． ８１５ 　８，７７４（１１２．３）１０，０６７（１１４．７）１１，７６３（１１６．８）

組合員数（千人）３
．３１９ 　３，７５６（１１３．２）４，２５０（１１３．２）４，９９０（１１７．４）

班　　　数（千）　
２３６ 　２８７（１２１．６）　 ３３８（１１７．８）　 ４３３（１２８．１）

斑組合員数（千人）　
１． ６０６ 　１，８６６（１１６．２）　 ２， １８１（１１６．９）　 ２， ７５１（１２６ ．１）

組織率（％）（４８．４）（４９．７）　（５１．３）　（５５
．１）

１人当り月利用高　（円）　 ２１ ．４２０　２０，８４２　（９７．３）　 ２１ ，４２１　（１０２．８）■２１，２９３　（９９．４）

１人当り出資金（円）　 １０．４７１ 　１１，１９８（１０６．９）　１１，９５５（１０６．８）　１２，７１７（１０６ ．４）

総資本（百万円）２６５．０３０２９４，５９８（１１１．２）３３３，３６７（１１３．２）３８５，８２４（１１５．７）

固定資産（〃）１６１．７６７１８０，０９４（１１１．４）２０３，０３７（１１２．７）２３７，７５８（１１７．１）

自己資本（〃）５０．５３２６２，９４８（１２４．６）７９，９６２（１２７．Ｏ）１０４，７３４（１３０．９）
自己資本比率（％）　（１９．１）　（２１．４）　　　　（２４．０）　　　　（２７．１）

供給利用剰余（百万円）　 １４９．９４０　１７０，１４７　（１１３．５）１９８，４６９　（１１６．６）２３４，４３４　（１１８．１）

Ｇ　Ｐ　Ｒ（％）（１９．２）　（１９．５）　　　（１９．７）　　　（１９ ．９）

純　　剰　　余（百万円）　 ６． ９７４　　 ９， １５７　（１３１．３）　 １３，１１１　（１４３．２）；１７，９３６　（１３６ ．８）

出資金（〃）３３．４４７４１
，２３４（１２３．３）５０，１８０（１２１ ．７）１６２，５０９（１２４．６）

（出所）　日本生協連，各年度版ｒ経営統計』より作成。

　灘神戸生協は組合員数７０万人，組織率４８劣を誇るわが国最大の地域生協であ

るが，自已生産を行う食品工場と年間２万件の実積をもつ商品検査セソターを

活用して開発商品の多様化を進めてきた１つの典型をみることができる。同生

協の商品政策の骨格を示すと，コープ商品は商品の品質，機能を追求した商品

群， より低価格を追求した実質的な商品群，さらには暮らしの豊かさ，個性化

を求めた商品群に分類され，組合員の消費生活の幅の広い要求への対応をはか

っていることがわかる。また栄養のバラソス改善，食生活改善をテーマとした

健康志向食品群の提供等，商品群の明確な コソセプトをべ一スに生活提案を主

張する １ものとなっている 。

　こうした商品政策への組合員の参加もまた多様な形態をとっ ている。地域の

運営委員会の商品係で構成される商品会議，公募制の商品検討委員会，運営委

員会の代表者会議が主要た組合員参加の機関となっている。ここでの討議をふ

まえて，組合員の力を結集する様々な運動を展開することになる。「コープ安

心宣言８５」は３つのテーマ（確かな暮らし ・生活の基礎良品，季節の低価格）を柱

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５６）



’８５
対前年比１１イ驚／奄。

１３，４８６ （１１３ ．５） １７０．１

１３，３３２ （１１３ ．３） １７０．６

５， ７４６ （１１５．１） １７３ ．１

５２１ （１２０．３） ； ２２０ ．８

３， １９５ （１１６ ．１） １９８．９

（５５ ．６）

２０，９８９ （９８．６） １ ９８．Ｏ

１３，５７２ （１０６ ．７）
；
１２９ ．６

４３４，１９３ （１１２．５） １６３ ．８

２６６ ，０３３ （１１１ ．９） １６４．５

１３０，９９０ （ユ２５．ユ）
１ ２５９ ．２

（３０．２）

２７１ ，２１９ （１１５ ．７）； １８０．９

（２０ ．２）

１８，４０８ （１０２ ．６）１ ２６３ ．９

７７，３６３ （１２３ ．８）： ２３１ ．３

　地域生鶴の課題（田井）　　　　　　　　　　　　　　４７

に組合員の利用結集をはじめ生活情報の提供等ｒ暮

らしの協同化」をすすめる取組みを強めている 。ま

た「食生活を考えるキャソペーソ」が栄養に対する

組合員の関心と知識を高め，食生活の改善をすすめ

る活動として継続的に取組まれている。組合員の学

習会や栄養相談なとの教育機能を重視した運動の展
　　　　　　　　　　４）
開となっているのである 。

　もう１つの事例を共立杜の鶴岡生協に求めると ，

商品政策が地場産業の育成と密接た連携をもっ て展

開されていることがわかる。同生協の組織率は住民

比６割を超え，市内の住民の４割が班に加入し，組

織力量においてトヅ プに位置する単協である 。こう

した組織力量に支えられた事業規模は全国酬こみれ

ば中規模といえるが，地域におげるシ ニアーは小売

販売総額の８劣と高く ，住民生活，地元業者への影響は大きい 。

　鶴岡生協は店舗の一部を地元の小売業者に開放し，豆腐，納豆等地域の製造

業者の製品を供給するほか，家庭の塗装，自転車修理，畳，ふすまの張り替え

等多くのサービス業務についても地元業者への斡旋活動を「コープ開発セソタ

ー」を中心に展開している。また目本生協連や東北支所を通じた他生協への商

品の斡旋が山彩県生協連の「県産品移出開発委員会」によっ て組織的た展開を

みせ，出荷額１００億円の規模をもつまでに発展していることも注目されてよい

であろう 。地域住民の組織率の高さを基盤に，生活関連の地場産業の育成を生

協運動の１つの柱として位置づけた取組みは消費者の立場から農村部における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
地域径済の再建の手がかりを示す活動ともた っている 。

　２つの事例からではあるが，地域生協におげる商品政策の位置を知ることか

できる。それは地域生協の発展それ自体が示しているように組織活動と事業活

動が統一されていく原点に位置するものといえる。組合員の生活要求を商品政

策に結集することによっ て， 現実的な水準にもとづく要求の実現をはかりなが

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５７）
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ら・ 「暮らしの協同」にもとづき，多様なライフステージにある組合員の「生

活創造」を追求するところに今目的な商品政策の特徴をみることができよう
。

　また，地域杜会におげる事業力量と組織力量の一定の集積を前提に，地域生

協の商品政策が地元業者との共存の努力を通じて地域づくりへの展望と結ぴつ

く段階にもあるといえる。すでに鶴岡生協以外の単協でも「街づくり運動」や

「産直運動」として定着をみせており ，地域の具体的な実状や要求を第１義的

にとりあげることができる生協運動の特質を示すだげでなく ，ｒ地域に根ざし

た生協運動」の１つの到達点を示すものとなっている。そしてさらに，生協の

事業活動は生鮮３品を中核とした生活の基礎商品の供給から衣料，家電さらに

はレジャー・ サービス分野にまで広がっており ，トータノレた生活を視野におさ

め消費の組織化の新た汰展開をみせている。そこで，組合員のライフスタイ ノレ

との関連で，今後の事業政策上の課題をもう少し詳しく吟味してみたい
。

　先にみた京都生協の組合員調査にもとつき，組合員と非組合員を含めた地域

住民の多様な生活の仕方を観範的な内容を含めて端的に捉えてみると，次のよ

うなことがわかる。第１剛こ示した８つの生活態度指標（１．健康，２．杜会活動 ，

３家族生活の享受，４家族内の民主化，５本物志向，６小集団，伸間，７地域生
活・ ８・

手作り）のまとめから，これらの生活スタイルの指標の多くは組合員 ，

非組合員を間わず理念としては大半の地域住民が受容している現状にあるとい

える。しかＬ，健康指標にみられるように，９割の組合員が理念として受容し

ながらも，観則的 ・目常的なスポーソ活動の実行率２割とのギャッ プは大きい 。

とくに，「自分の能力をまわりの人に役立てたい」とする要求を反映したポラ

ソティァ活動において，理念と実行率の差は一層大きくなる。生の芸術鑑賞も

望ましいとする比率が則者ほど高くはないが，その実行率はボラソティァ活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
にならぶ低い水準にとどまっ ている現状にある 。

　また，健康，杜会活動指標に典型的にみられるように，両者の実行率はスポ

ーツ団体やボラソティア団体への加入率にほぽ限定されており ，この点からみ

ても生活課題上の理念と現実のギ ャッ プをうづめるためには，具体的な条件の

確保がまず求められる。こうした地域住民の膨大な潜在的な要求をとう顕在化

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５８）



させていくのか，その

実現の条件をどう整備

していくのか，この点

は地域住民の生活課題

と関連して今後の生協

運動の展開にとっ て大

きな課題になると思わ

れる 。

　今目の組合員要求か

らみても，文化事業 ，

教育事業，さらに医療

事業は生協が担う事業

活動として大変期待の

高い分野にな っており ，

すでに「協同の心を育

み， 生活文化の向上を

めざす」活動が組合員

の具体的な取組みとし

て展開されている段階

にある 。トータノレな生

活に対応した生活文化

の向上は生協運動にお

地域生協の課題（田井）　　　　　　　　　　　　　　４９

　　第１図　生活スタイル指標のまとめ
１００

（％）

実ｇｏ

行
比
率

８０

７０

６０

５０

４０

３０

２０

１０

（出所）

　　３
　　●
家族の祝いごとをする

Ｘ家族の祝いごとをする

６● 友人 ・知人をまねく

　　　　　　　×友人 ・知人をまねく

　　　　　　　　　　７ ●地域の人との
　　　　　　　　　　　つきあい
　　　　地域の人との　　　　８ ●手づくり励行

　　　　つきあい
　　　　　　　Ｘ　　Ｘ手づくり励行

　　　　　　夫婦の家事分担・　１●スポーツ活動
夫婦の家事分担×　　　●

　　　　　　　　４　　　ｘスポーツ活動

生の芸術鑑賞

　　Ｘ

５● 生の芸術鑑賞

　　　　２ ●ボランティア活動×

ボランティア活動

５０　　６０　　７０　　８０　　９０　　１００（％）

　　　　　　　　　　望ましい比率
野村，川口，生田編『転換期の生活鵠同組合』９９ぺ一ジより 。

いて「生活の技」「生活の知恵」を協同の中で積極的に創造する活動として位：

置づげられ，生活の場面から，自発的で多様な協同の場を形成していく活動の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
一環として根づいてきているものといえる 。

　こうみてくると，商品の組合せにとどまらないトータルた生活の仕方という

ものを課題として，「生活提案」「生活創造」を担っていく生協運動の発展の芽

を確認できる。生活文化の向上をめざす諸活動は，組合員の多様な参加をきり

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５９）
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開くという意味での生協運動の問口の幅を広げるだけでたく ，事業活動がもつ

継続性や観則性を生かして協同性を育み，組合員の自発性を高めるという生協

運動の奥行きの深さを追求することにもつたがってくるであろう 。その意味か

ら， 生活の基礎分野の商品開発をべ一スにおきながらも，生活の全体を視野に

おき，新しい生活様式の創造にむけた事業政策の確立は生協運動の発展にとっ

て１つの重要なポイソトになってくる課題であると思われる 。

　こうした事業政策上の課題の分析につついて，京都生協を事例に財務構造上

の課題について検討を加えたい 。

　　１）通商産業省産業政策局編『２１世紀産業杜会の基本構想』通商産業調査会，１９８６

　　　年，７６－８４べ一ジ参照 。

　　２）臨時行政改革推進審議会ｒ行財政改革の進捗状況と今後の課題」１９８６年４月 ，

　　　１４ぺ一ジ 。

　　３）京都生協の組合員調査は現在全データの集計をおえ，公刊の準備が進行してい

　　　るが，その一部の分析結果については，野村，川口，生田編ｒ転換期の生活協同

　　　組合』大月書店，１９８６年，第２章を参照されたい 。

　　４）灘神戸生協ｒ事業毅告書』第６６期，１９８６年６月，参照 。

　　５）共立杜生協『通常総代会議案書』『共立杜の事業活動』第７期，１９８６年５月 ，

　　　参照 。

　　６）野村，川口，生田編『前掲書』９６－１００ぺ 一ジ。生活スタイ ノレ指標の具体的な

　　　調査項目は以下の通りである 。

　　　　１健康 ・体力を維持，向上させるためにスポーソ活動を揚則的 ・目常的にす

　　　る 。

　　　　２．自分の能力をまわりの人たちに役立てるボラソティア活動を積極的に行う
。

　　　　３．家族で誕生日や記念日のお祝いをする 。

　　　　４．夫婦のあいだで家事をできるだけ分担する 。

　　　　５．テレビはなるべく見ないで，映画や演劇や音楽を生で鑑賞する 。

　　　　６．友人や知人を家に招いたり訪問したりする 。

　　　　７．家族や仕事の関係の人だけでなく ，地域の人たちとできるだげ多くつきあ

　　　う 。

　　　　８．物はたるべく買わたいで自分で作れるものは手作りする 。

　　７）地域生協の生活文化活動は，福祉，教育，スポーツ，青少年 ・子供会活動等 ，

　　　実に多彩た展開をみせている。こうした活動の具体的た内容と位置づげについて

　　　は，日本生協連『生協運営資料』Ｎｏ．１０８．１９８６年３月号を参照されたい 。

（５６０）



堆域生協の課題（田井） ５１

皿． 財務構造の転換

　京都生協は第５次中期計画（１９８３－８５年）を完了して，組合員数２０万人，供給

高３９１億円，世帯組織率２４劣の規模に達している。今年度は第６次中計の策定

期問となっており ，現在，新たな発展にむげて準備作業が進行している段階で

ある。本節では第５次中計に示された事業計画との関連で京都生協の財務構造

の分析を行い，いくつかの課題を整理しておきたい 。

　京都生協における第５次中計の基本的課題と到達点は以下の２点に要約でき

る。 ユつは京都府全域で全消費者を対象とした生協運動を展開することである 。

従来，空白地域となっていた京都府の中部，北部での展開が課題であ ったが ，

中丹，丹後地域での施設を完成させ，あみの生協との提携が成立し，都市部か

ら農村部への進出といった生協運動の新たな試みが展開されている。２つは ，

行政区，小学区単位での運営委員会の組織化と広域運営におげる組織体制

フロソ ク（地域）理事会構想　　の展開である。運営委員会は生協の基礎組織

である班と理事会を結ぶ接点に位置するだげでなく ，組合員の自主的な地域連

帯の推進者の役割も担う組織である。現在，全地域ての運営委員会を組織し ，

フロヅク体制による地域理事会構想の具体化が進行中である。こうした課題と

到達点が示している内容は，生きいきとした組合員組織の活動を多面的に保障

し， 生協運動を組合員自身の活動として発展させる民主的運営の展開とみるこ
　　　　８）
とができる 。

　京都生協の８０年代の発展を計数のうえから概観しアこのか第２表である。貸借

対照表合計，出資金で３倍，供給高，供給剰余で２．８倍とな っており ，いづれ

も組合員数の増加を上回っていることが注目される。第５次中計の事業計画と

の関連で１９８５年度の到達点をみると，組合員数目標２０万人に対して，京都府全

体で２０万６千世帯を組織し，４世帯に１世帯の割合で組合員を組織したことに

なる。供給高は，３９１億円の水準となり ，計画比で９億円の未達成とな ってい

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６ユ）
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第２表京都生協の発展指標

１９８０年 １９８１ １９８２ １９８３ １９８４ １９８５ 伸長率
’８５／’８０

組　合　員　数　　（人） ９５，０８５ １１１，３６８ １２９，９２１ １５２，８８６ １７８，６２０ ２０６，０９２ ２１６ ．７

班　　　　　数　　（班） ６， ８７６ ８， ３８３ １０，３９１ １３，７９２ １７，２１４ ２０，８７２ ３０３ ．５

出　　資　　金（百万円） ８５２ １， ００９ １， ３１３ １， ６８９ ２， １５４ ２， ６６９ ３１３ ．３

供　　給　　高（百万円） １４，０１５ １８，０４３ ２２，１０８ ２６，９６９ ３３，９９３ ３９，１００ ２７９ ．０

１人当り出資金　　（円） ８， ９５５ ９， ０５７ １０，１０３ １１ ，０４４ １２，０５６ １２，９４９ １４４．６

１人当り月利用高　　（円） １２，２８３ １３，５０１ １４，１８０ １５，１１５ １５，８５９ １５，８１０ １２８．７

供　給　剰　余（百万円）
２， ６６９ ３， ４５１ ４， ２０９ ５， ２０３ ６， ５６８ ７， ４６５ ２７９ ．７

総資本利益率　（％）
４． ３ ３．

５ ３． ３ ３． Ｏ ５．
６ ３． １

自己資本比率　（％） ２４．３ ２３ ．３ ２３ ．２ ２２．９ ２５．８ ２６ ．５

総資本回転率　　（回）
３．
４ ３． ４ ３． ３ ３．

Ｏ ３． ２ ３． １

（出所）京都生協，各年度「総代会議案書」より作成 。

　　　　　　　　　　　第３表京都生協の成長指標 （倍）

供給高１組合員数供給剰余出資金１・／・合計
１９８５／１９７５

１９８５／１９８０

６． ６

２． ８

４． ８

２． ２

７． ４

２． ８

８． ８

３．
１

６． １

３．
１

　（出所）京都生協，各年度「総代会議案書」より作成 ・

るが，出資金，供給剰余では計画を上回る水準に達している。こうした到達点

をここ１０年間と８０年代以降の発展との比較で位置つげてみると，第３表に示し

たように，１０年問では各指標が５倍～９倍へと多少の分散を示しているものの ，

最近の５年問では２２～３倍に集中しており ，組合員数，供給高，剰余金，出

資金，総資本のハラソスのとれた総合的た発展が顕著な特徴とたっている。組

合員の運営参加を基本に「原則的運営」を重視した総合力の発揮が京都生協の

発展の原動力とたっていることがわかる 。

　中計との関連で，組合員数，供給高，出資金での到達点について検討してき

たが，間題は事業剰余の水準である。事業剰余の中計上の目標値は供給高対比

１％以上となっており ，第４表にみるように中計期問中の改善はみられるもの

の， ８５年度実積においても０９％の水準にととまっ ている。第５表は他生協と

の比較のなかで京都生協の位置を示したものである 。

　事業総剰余，事業剰余，当期剰余の水準において，みやぎ，さいたまの両生

協と比較しても，いつれの指標もかたり下回っていることがわかる。この点か

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６２）



供給総剰余
事業　剰余
経常剰余
当　期　剰　余

　　　　　　地域生協の課題（田井）

第４表　５年間の損益構造の推移（供給高対比，％）

１９８１年

１９ ．１

０． ２

１． ２

０． ６

１９８２　　　　　　　　　　１９８３

１９ ．Ｏ

Ｏ． ０

１．
Ｏ

Ｏ． ５

１９ ．３

０． ６

１． １

０． ７

１９８４　　　　　　　　　１９８５

１９ ．３

０． ８

１． ９

１． ０

１９ ．１

０． ９

１． ０

０． ６

５３

（出所）京都生協，各年度「総代会議案書」より作成 。

　　　　　　　第５表生協の損益構造（１９８５年，供給高対比，％）

１灘神戸１市民 かながわ １みやぎ １さ叶ま １京都

供　給　高 １００劣 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

事業総剰余 ２３ ．３ ２１ ．６ ２０．３ ２１ ．７ ２１ ．５ ２０．３

事業剰余
３． ５ ２． ４ １． ８ ２． ８ ２． ３ Ｏ． ９

経常剰余
３． ６ Ｏ． ４ ２． ３ ２． ８ ２． ７ １． ０

当期剰余
２． １ Ｏ． ３ １．

８
２． Ｏ

１．
９

Ｏ． ６

　（出所）各生協ｒ総代会議案書」より作成 。

らいえば，剰余計画値それ自体の向上とその達成を核にした総合的な管理力量

の向上はい壱んとして大きた課題である。価格間題が組合員の切実た要求とし

て出され，さらに２０店を超える店舗展開を果した段階での競合間題はい っそう

その重要性を高めているといえよう 。

　つづいて京都生協の資金構造の特徴を第６表からみておきたい。同表は８０年

代以降の５年間の資金の動きを示したものである。資金の動向は次の２点に要

約できる。◎外部資金に相当する金額の圧倒的部分を現金預金で保有し，◎内

都資金で固定資産投資を賄う構造が京都生協の資金構造の基本的バターソであ

ることを示している。固定資産の主要な投資先は差入保証金２４劣，器具備品１６

劣， 建物１４刎こむけられており ，土地購入は６年間でわずか５億円弱に留まっ

ている。こうした資金の動向から判断すれは，京都生協が出資金や組合債の運

動的な取り組みによっ て， 財務の安定的た構造を確立してきたことはわかるが ，

財務の安全性確保に集中した単年度主義的な財務構造になっていることも確か

である 。

　このような特徴は１０年問との比較においても同様な結論と汰るが，一方で貸

借対照表上の有移固定資産の構成比は１９６９年の７１劣をピークに一貫して低下し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６３）
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第６表資金の動向（比較貸借対照表１９８０～１９８５年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位，百万円，％）

借　　　方 金額 構成比 貸　　　方 金額 構成比

現金及び預金
２， １４７ ２２．５

（外部資金）
（２，６９１） （２８．１）

供給及び割賦未収金 ５５５ ５． ８

仕入未払
１， ９０２ １９ ．９

商品及び材料
１４３ １． ５ 短期借入金 △３７ △Ｏ

．４

その他流動資産 ２２７ ２． ４ 未　払　　金
４７１ ４． ９

建物設備
１， ３５５ １４．２ その他流動負債

３２０ ３． ３

車　　　　両
２３９ ２． ５ 長期借入金 △２４ △０

．３

器具備品
１， ５４１ １６ ．１ その他固定負債

５９ Ｏ． ６

土　　　　地
４４６ ４． ７ （内部資金）

（６ ，８７３） （７１ ．９）

建設仮勘定
１２６ １． ３ 組　合　債

３， ０８６ ３２．３

差入保証金
２， ２７７ ２３ ．８

出　資　金
１， ８１８ １９ ．０

日生協府連出資金 １３３ １． ４

減価償却
９８９ １０ ．３

長期貸付金
５７ ０． ６ 引　当　金

４４２ ４． ６

その他固定資産 ３１７ ３． ３ 剰　　余　　金
５３８ ５． ６

計
９， ５６３ １００ 計

９， ５６３ １００

　（出所）京都生協，各年度「総代会議案書」より作成 。

ており ，１９８０年で４８劣，１９８４年では３６劣，８５年度で３８劣の水準に下がっている 。

現在の資金状況から判断すれは固定資産投資に関連して，回転差資金の活用も

ふまえて，中 ・長期的な視点から現預金の積極的な活用を考えていくべき段階

ではたかろうか。以上の分析から，今次の中計課題との関連で２つの間題点が

指摘できる。ここでは事業剰余の水準と固定資産投資の問題に限定して，中 ・

長期的な財務構造上の課題を３点に整理しておきたい 。

　１　自己資本の充実

　今次中計のなかでも自已資本の充実は重要な課題として位置つげられており ・

自已資本比率の目標値３０刎こ対する実積２６５劣である。まず出資金は自己資本

構成比の２０劣を確保し，絶対額においても目標値を達成していることはすでに

みてきた。しかし組合員との関連で吟味すれば検討すべき内容は多い。とくに

重視すべき点は，組合員全体の６割が１人当り出資額で５千円未満にととまっ

ている現状である。積立出資の目標額である「１人当り利用高」の水準を多数

の組合員の総力によっ て実現していく地道な努力がいっそう求められる 。

　　　　　　　　　　　　　　　（５６４）
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　それに加え，自己資本比率の目標値からみれぱ，内部留保の強化と関連して ，

やはり ，事業剰余の水準が間題とたろう 。内部留保の強化の限度水準は，現行

の滅価償却費計算を定率法に変更したうえで，「生協法」上の規定を考慮して ，

出資金総額の２分の１を基準として検討する必要があろう 。自已資本の充実は

長期的にみて，過疎地域を含めた広域的な事業展開の基盤を確立するうえで今

後とも重要な課題といえる 。

２． 投資における自己所有とリース

第７表からわかるように，有 第７表有形固定資産の伸長
（倍）

形固定資産の伸長率は・対７５年

　　　鍵 建物土地 灘
比でみると４．Ｏ倍，最近の５年　　　１９８５／１９７５　　 ４． ０　 ４． ９　 １． ８　 ６．

６

　　　　　　　　　　　　　　　　　１９８５／１９８０　　　　２．４　　　２．２　　　１．６　　　３ ．６
間では２．４倍となっているが ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ！Ｓ構成比　　　３８．２％　１９．１％　９．１％　１０．７％

とくに土地投資は５年問で１．６　　 （出所）京都生臨各年度ｒ総代会議案書」より作成 。

倍の低率である。他方，土地 ・建物使用料は５年間で７倍にな っており ，物件

費構成比の２位を占める１４．７劣の水準に高まっ ている。また，資金構造からみ

ても，出資金は差入保証金に固定される傾向が１０年問の資金構造として定着し

ていることから，リースの活用が基本となっていることがわかる。すでに中期

計画でも中 ・長期展望として，学区組合員セソターを主力移態とした展開が主

張されているが，ｒ地域コミュニティの核的役割」を果すうえからも，また ，

京都におげる事業体としての杜会的認知度を高めるためにも，土地の自已所有

率を高めることは検討されてよいであろう 。

　３　出資金と組合債の位置っけ

　京都生協の貸借対照表構成比において，組合債が出資金を上回っていること

が第８表で示されている 。出資金２１劣に対して組合債の構成比は３８劣を占めて

いる。しかし，過去５年間の出資金の伸長は組合債と同率であり ，１０年間では

１．

５倍の伸びを示しており ，組合員の出資増口による出資金の増大を基本とし

た取組みが確認できる。出資金と組合債はともに組合員の拠出金ではあるが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６５）
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コスト面でポートフォリオ的対

応でたく ，出資額との関連で ，

負債としての組合債の限度額を

２倍に限定している点は原則的

な対応といえる。さらにいえ注 ，

組合債の担保財産の確保を明示

すべきであろう 。

第８表自己資本，組合債の伸長と構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　（倍）

　　　　　　組合債自己資本剰余金　出資金

１９８５／１９７５　　　　５，８　　　１０．２　　　２８　　　　８．８

１９８５１１９８０　　　　　３．１　　　　３．３　　　　４．３　　　　３．１

Ｂ／Ｓ構成比　　　３６．ｏ％　２６．５％　　５．５％　２０．９％

（出所）京都生協，各年度ｒ総代会議案書」より作成。

　また，京都生協の総代会議案書の中では組合債利息をただちに組合員還元と

して位置づげているがこの点には疑問が残る。組合員の財産形成あるいは貯蓄

の手段に対応する形で組合員還元を考える場合，神戸大学の伊賀隆教授がｒ目

減りのしない貯蓄手段を組合則こ提供するという究極的な目的に向って前進す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
る第１歩として出資金問題を解決すべきである」と述べておられる点は，今後

の運動と事業の課題として重要な間題提起だと思われる 。

　これまで京都生協の財務構造上の課題を３点に整理してみてきた。いづれの

課題も中計上の事業計画に対応した中長期の資金計画において検討すべき内容

であろう 。その意味で京都生協の財務構造の転換の課題として位置つげること

ができる。それと関連して，事業剰余の水準や内部留保の強化の間題が経営管

理上の課題としてうかんでくる。たとえば，コソトローラ制度の確立や予算管

理のあり方である。次節において，生協運動の事業経営におげる管理面での新

しい展開と思われる連邦分権化のもとでの管理システムの展開について，共立

杜生協を事例に管理的な視点からいくつかの課題を探っておきたい 。

　　８）京都生協「第５次一３カ年計画」１９８３年，参照 。

　　９）灘神戸生協８０年代委員会報告『灘神戸生協の将来像を求めて』１９８２年，１０５べ

　　　 一ジ 。

（５６６）
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皿． 管理システムの展開

　山形県の共立杜生協は，酒田，鶴岡，新庄，北村山，天童，山形の各地域生

協の組織合剛こよっ て１９８３年に設立され，連邦制による組織運営を最初に導入

した生協としてよく知られている。共立杜生協の今目の到達点をみたのが第９

表である。組合員数５万人，事業高１５０億円であるが，その両者の５割を占め

る拠点単協がすでにみた鶴岡生協であり ，共立杜の設立以来，事業高で１７倍 １

組合員数で６千人増の実積をもつ山砂生協が山形市での組織率を１９刎こ高めて

おり ，県都での生協運動の発展が注目される 。

　　　　　　　　　　第９表共立杜連邦２年間の発展指標

共立杜計 酒田 鶴岡 新庄 北村山 天童 山彬

新加入組合員（人）
１１ ，２８１ ７４４ ２， ４３６ ６８５ ６７１ ７５２

組

５， ９９３

合 宅６／３期末到達（人） ４９ ，８７３ ４， ０２７ ２４，４８１ ３， ２４７ １， ６４２ １， ５１１ １４，９６５

員 ｒ市」の組織率（％）
１３ ．２ ６３ ．９ ２３ ．０ ※８．０ １０．７ １９ ．１

出 純　　　　増（万円）
６， ４３２ ３５９ ２， ９８５ ７３３ ２７４ ２９４ １， ７８７

資
金 侶６／３期末到達（万円）

５１ ，５５８ ２， １０８ ３３，９４１ ４， ５３２ ９９９ ３５８ ９， ６２０

統一時Ｃ８３年度）（百万円） １２，２７２ ２４９ ８， ２２２ ５９２ １４０ ６９ ３， Ｏ００

事
業 ’８５　年　度（百万円）

１５，０８６ ２８４ ８， ５１８ ６４９ ２３８ １７３ ５， ２２３

高
伸　長　率（％）

１２２．９ １１４ ．０ １０３ ．６ １０９ ．５ １７０ ．８ ２５１ ．４ １７４．１

　（注）※村山市
　（出所）共立社「総代会議案書」より作成 。

　全国的 レベルでみても，８０年代に入り ，単協間の合同や地域エリアの拡大が

急速に進行したが，組合員の階層性と活動エリアの広がりは，地域生協の規模

拡大の下で，民主的組織運営の活性化をどう発展させるかという新たな課題を

生みだした。こうした課題に対して，明確な移で班　　理事会を基軸とした機

関運営の分権化の方向を示したのが共立杜生協である。その内容はｒ連邦制に

よる単一生協化」によっ て特徴づげられる 。１９８３年の組織合剛こよっ て設立さ

れた法人格をもつ共立杜生協は相互に対等，平等な６つの地域生協から構成さ

れ， 各地域生協は執行機能をもつ地域理事会と監査委員会と・それを選出する

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６７）
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総代会によっ て運営されている 。

　連邦制にもとづく単一生協化の実践は出資金をはじめ，未収金等の実務的な

整理をおえ，労使問の協定の調整を進め，広域化した労働組合への対応を具体

的な検討課題とする段階に達している。今後の事業運営にかかわる重点課題と

して，組織活動優先の地域的な事業運営の確立が第１義的な課題とされている
。

山形県において鶴岡 ・酒田 ・山彩と政治も経済も生協運動の歴史的な蓄積も異

にする地域で，それぞれの地域の自立的な事業運営をいかに確立するか，とり

わげ県都，山形市における強固な事業基盤をもった生協運動の確立は，共立杜

連邦の確立の指標ともみたすことができる。こうした各地域の自主的な事業運

営を確立するうえから，当面，実践的，理論的に重視されていることは，専従

者の組織運営において，機能の集約化をはかり ，機能別本部制の確立を促進す

ることである。第２図は共皿杜の組織運営機構を示したものである。現在，共

立杜は事業本部，管理本部，組織本部，総務部の４本部制にもとつき，運営機

　　　　　　　　　　　第２図　共立杜の組織運営機構
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構上の機能の集約化を進めているが，共立杜全体を統括し，政策指導部として

の役割を果すトッ プマネジメソトの確立を目指しているといえよう 。

　連邦分権化の下での機能の集約化は，事業 ・管理 ・組織の各分野で促進され

ているが，それを具体的にみるために，管理本部が設定している共立杜の会計

システムの内容を中心に現在の機能の集約化の到達点と課題を検討しておきた

い。 共立杜の会計システムの特徴は財務会計と管理会計の２つの会計領域を明

確に統合している点に求められる。すでに生協運動の発展のなかで，会計の処

理・ 手続きと公開制度が商法上の水準を満たすだけでなく ，証券取引法上の水

準をも積極的に取り入れる方向で検討され，１９８５年に生協事業にふさわしい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
「生協会計基準」か確定 ・公表されている。各単協とも，杜会的責任を果たす

うえから，この会計制度のクリアが要求されるが，財務会計上の特徴は「生協

会計基準」に譲り ，ここでは主として管理会計的な側面から検討を加えたいと

思う 。

　まず，貸借対照表の特徴をみると，６つの地域生協から共立杜本部を分離す

るにあたって，次のような勘定科目の区分がたされている 。各生協に残した主な

科目は，組合員に関するもの　　供給未収金，組合員借入金，組合員出資金等 ・

職員に関する科目　　賞与引当金，退職給与引当金，そして事業に関する科目

　　有彩固定資産とその引当金，差入保証金，設備支払手彬である・また・共

立杜本部に移行した主要な科目は，事業に関する，固定性預金，有価証券，仕入

未払金，関係団体出資金に加え，法定準備金，教育事業充当金等の剰余金項目

があげられる 。これに１９８５年度の決算書を加えて判断すれぱ，６つの各生協が

自立的た会計単位として有彬固定資産を所有し組合員出資金，組合員借入金を

中心に担われているとともに，共立杜本部が流動資産項目として各生協勘定を

設定し，仕入未払金の一括計上をしている点から，資金管理および商品機能の

面で，管理本部およひ事業本部の集権化の方向が目指されていることがわかる 。

　それに加えて，財務会計上の損益計算書の構造は経費配分が連邦制をとる共

立杜の特徴とな っている。第３図は各生協の経費負担を示したものである 。配

分基準をみると，職員給与は月給与から超勤手当を除いた額で平均値を算出し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６９）
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人数を基準に各生協　　　　　　　第３図　各生協の経費配分と負担

鴬鴛二］　　（負仁竿
（負担）

、ト給与および物件 【，躍鋼医弓 （負担）（負担）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　１
費は各生協の直接負 Ｅ］ （負担）（負担）（負担）（負担）

担となる・これに加 国］　　　　（負担）（負担）
（１担）（１１）

になる。事業外収支 一　　　　 （負担）（負担）
のうち，テナソト家　　 共ユ社
　　　　　　　　　　　　本　部
賃， 米扱い手数料収
　　　　　　　　　　　 （注） ［コ は、 他生協にもかかわって機能するか、［コ 内の生協に
入は各生協収入とな　　　　包括されている 。

り，
セソター別損益

計算書・管理会計にも連動し計上されるが，金融上の収益は本部収入として位

置づげられ・管理会計には計上されない。さらに支払利息は予定額が投資比率

に応じて各生協に配分される仕組みとたっている。職員給与は組織合同時にお

ける職員の労働条件や賃金水準の地域的た差異の調整をふまえて，平均値によ

る給与額を算定していると思われるが，全体としてみれば，各生協の厳格な事

業効率の把握を視野において，会計計数の管理会計的な活用を明確に意識した

内容とな っている。財務会計上での正確な実態把握と政策目的を明確にした管

理会計的な会計計数の活用をどう統合していくのかは連邦制の発展にとっ て重

要た課題とされているといえよう
。

　共立杜の管理会計ンステムでは目次処理の供給実積表（昨年実績，本年予算 ，

本年実績，利用組合員数，利用単価，利用件数），週次，月次の商品管理表（繰越

高， 仕入高，棚勧高，上隈在庫，粗利高，ロス高，計画達成率，対前年伸長率等）がセソ

ター別， 部門別に集計され，財務会計と給与システムによっ て集計された直接

物件費，バート給与，超勤時問 ・金額等が統合されて，月次，４半期，年次の

それぞれのセソター 別， 部門別の損益計算書の数値が確定されるシステムとた

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７０）
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っている。その場合，セソター 別， 部門別計算において，事業本部，運営部 ，

各生協の管理都，共立杜本部経費の各事業所への配賦計算を行うことになる 。

共立杜の部門別比率を活用した部門配賦は前年供給高と計画粗利の比率を配賦

基準として採用しており ，経費配分によっ て供給高伸長と計画粗利の達成を動

機づげるものとな っている 。

　セソター 別， 部門別損益計算書の作成の意義は剰余の責任体制の確立にある

とみることができるが，共立杜は組識図で示しておいた４つの運営指導部単位

のブ ロック別編成を確立している。それに加えて，共立杜の重要な運動的商品

として位置づけられている灯油 ・ガソリソ供給は，当然，剰余責任を問われな

いが，庄内，内陸の２つの物流セソターが剰余の責任単位とな っている 。こう

した計数管理の体制は一般にチ ェーソストァ経営の部門別管理と呼ぱれている 。

部門別管理は店別，部門別の損益計算書，関連諸表の計画値と実際値の差異分

析をもとに，現場の収益確保を高めていく管理手法といわれており ，ペガサス

理論や流通資本でとりわげ重視している分析指標が利潤分配率と労働分配玄あ

るいは従業員１人当り売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第４図　センターの分析指標
場面積 ×売場坪別売上高

　　　　　　　　　　　　　荒利益率１職貝超勤時問
×粗利益率によっ て示さ
　　　　　　　　　　　　　直営荒利益率１１人当供給高
れる労働生産性指標であ
　　　　　　　　　　　　　人件費率　１人当荒利益高ユユ）

る。

　　　　　物件費率期末在庫（原価）
　共立杜の部門別管理に　　経　　費　　率　期　末　在　庫（売価）

おけるセソターの主要な　　　事業　剰余　率　商　品　回　転　率（原価）

効率指標を示したのが第　　　純　剰　余　率　商　品　回　転　率（売価）

　　　　　　　　　　　　　労　働　分　配　率　　ロ　　　 ス　　　高　（売価）４図である。こうした事

　　　　　　　　　　　　　職　員　数 ロ　 ス　率（売価）業上の効率指標に予算 ，
　　　　　　　　　　　　　組合員Ｐ数　１目平均来店組合員数
前年対比の供給高，粗利
　　　　　　　　　　　　　臨時組合員Ｐ数利用単価（円）
高， 人件費，物件費のセ
　　　　　　　　　　　　　人　　員　計　１目平均供給高
ソタ・部門別実積表が加　　　　　　　　　　　　１日平均供給高（テナソト含む）

わり ，Ｇ　Ｐ管理，ロス管　　 （出所）共立杜センター損益計算書。（注）Ｐはパート労働者の略

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７１）
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理等の事業効率の改善に役立てられている。いうまでもなく ，ここでの指標の

活用は，粗利益率，商品回転率や労働生産性の向上を自己目的とするものでは

なく ，組織活動と事業活動を統一した生協運動全体との関係から位置つげられ ，

分析されることになる。組織活動だげで恋く事業面においても，商品開発，商

品構成，価格水準，店舗のオペレーンヨソ等を含めて，安心 ・安全といった商

品に対する組合員の信頼度を限られた計数指標だけで評価 ・判定することはで

きないからである。生協の効率指標の活用は常に組合員の民主的機関運営を強

める方向での業務効率の改善が第１義的な課題であ って，組織力量にふさわし

い業務力量の点検と改善のためのものと位置つげることができる 。

　よく知られているように，生協の店舗は商品の供給活動だげでなく ，セソタ

ーと口乎はれ，組合員活動の場にもた っている。組織と事業の両面にわたるセソ

ター全体としての発展性，効率性を総体として分析，判定する諸指標を具体的

にとう確立するかは共立杜の１つの課題である。組織活動の質的た評価は，当

然， 非計数的要素を含むであろうし，セソターの計数管理上の狭義の効率性を

問うにしても，組合員活動の場となっているセソターの２階部分をどう位置つ

けるかは具体的な判断が要請される問題でもある。セソターの個別具体的な分

析を通じた経験の蓄積のなかで，分析指標の確立にむげた組織的な努力が一層

必要であると思われる 。

　その点で，運営指導部，管理係，現場担当者といったそれぞれの職位に対応

した分析指標が求められるであろうし，共立杜が機能別本部制の確立をめざす

うえからも，管理本部の政策力量の蓄積と発揮が求められる。今目，生協運動

が消費の組織化を杜会的に担っているといえる段階にあるたかで，組織率や事

業内容の拡大とあわせて，消費の組織化の質的な深化を反映する組合員１人当

り供給高の動向が注目される。第１表において，この数年問の全国的な傾向を

みると，供給高伸長が組合員数の拡大を下回る状況もでており ，組合員１人当

り供給高の横這い状況がみられる。そうした原剛こついて ，１），生協加入後２

年未満の新加入組合員の増加，２），生協への理解を深めてもらう活動が行き届

かない，３），学習と経験交流の不足，活動のマソネリ化，４），古い組合員と新し

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７２）
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い組合員の生活実態や二一ズのズレ，５），利用形態，商品構成上の限界，等 々

　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
の基本認識がすでに示されているが，この点での分析指標の明確化は，管理本

都が政策機能を果し，共立杜の質的な発展を保障していくポイソトになる課題
　　　１３）
であろう 。

　共立杜生協を事例に管理的な視点から，計数管理 ノステムの現状と課題を整

理してきたが，その課題の内容から判断すれば，共立杜の管理水準の質的た発

展を内包していることはすでにみた通りである。連邦制の発展のなかで，共立

杜は，組織運営におげる班を基礎にした地域理事会制と，事業面でのセソター

別， ブロック別編成，さらには機能本部制の両者の有機的た統一をどのように

発展させていくだろうか，大いに期待されるところである 。

　１０）　目本生協連ｒ解説生協会計基準』１９８６年，参照 。

　１１）渥美俊一著『チ ヱーソストア経営の原則と展望』実務教育出版，１９８６年，４６ぺ

　　　 一ジ。武川 ・和泉共著『部門別管理』実務教育出版，１９８５年，８６－８８ぺ一ジ 。

　１２）　目本生協連ｒ生協運営資料』Ｎｏ．１０６．１９８６年１月号，１６－１７べ一ジ 。

　１３）共立杜の管理 ノステムの分析は訪問調査の際に頂いたｒ管理者会議 レソユメ」

　　　をはじめとする内部資料にすべて依拠している 。

お　わ　　り　に

　地域生協は安心，安全という食生活の基本に根さした主婦組合員の生活改善

要求の組織化を基礎に，商品の供給活動を軸として事業活動を展開してきたと

いえる。と同時に，組織された組合員の活動も自主的で多面的な内容をもつに

至っ ている。組合員の組織活動の基盤は，まず商品政策の確立に求めることが

できる。組合員の要求や意見を商品政策に反映させることができるかどうか事

業活動の成否の鍵ともなるからである 。その基盤のうえに組合員の自主的で創

意に満ちた活動が展開されている。目本生協連の創立スローガソ「平和とより

よき生活」に象徴される平和運動や，食生活の安全や灯油価格の値下げを求め

る消費者運動に加えて，産１旦運動や街つくり運動が地場産業の再建や協同組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７３）
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問協同を現実的な課題として提起できる段階にも到達しているのである 。

　本稿は，地域生協が発展してきたこれまでの到達点をふまえ，その分析を通

じて生協運動の中長期的な政策課題を，事業，財務，管理の側面から整理して

きた。いづれもそれぞれの個別単協の発展段階に揚定された内容ではあるが ，

その政策課題は，新しい生活様式の創造にむげた事業政策の確立，内部留保や

土地の自已所有率の向上に対応した財務構造の転換，また政策力量と管理力量

の強化をはかる分析指標の確立など，いづれをとっ ても生協運動の質的発展を

規定する内容である点では共通している。その意味で，８０年代以降急速な発展

を遂げてきた生協運動はいま新しい質的発展を目指す転換期にあるということ

ができる 。

　すでに，目本生協連は第３次中計（１９８３年一８６年）のなかで，地域での多数者

の組織化を基本課題として提起しており ，各生協とも揚模拡大のもとでの組合

員の運営参加のあり方を，運営委員会の編成や連邦制などの移態を含めて追求

しており ，多階層にわたる組合員の多面的な自発性を組織し，組合員自身が地

域生協の主体として高まっ ていく道筋を開拓してきたといえる。それは組織活

動と事業活動の一体化のなかでの民主的運営の強化が生協運動の発展のいわは

戦略的な課題だからである。転換期を迎えた生協運動は，こうした組織方針の

もとで，組合員の多様で豊かな参加を中軸に，様々なライフステージにある組

合員の生活課題を明確にふまえた新しい生活様式の創造にむげて，また，財務

構造の転換や管理水準の一層の向上にむげて，組合員と専従者集団の英知をど

う結集していくのかが問われているのである。したが って，本稿で分析した ，

事業，財務，管理にわたる個別領域の課題は，それぞれの地域生協が総合的た

力量の蓄積とその発揮によっ て達成しうる生協運動固有の課題であると位置つ

げることができる 。

（５７４）


